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１
公共性と営利性

１・PR文にみる「公共性」

昭和36年，東急が多摩田園都市の開発をはじめる時にだ

したパンフレット『多摩川西南新都市建設と恩田・荏田

の区画整理』には，次のような一節がある。

「……多摩川西南地域に生れる新都市は，全面的に土地

区画整理事業を実施することによって，近代的な住宅地

として欠くことのできない道路，公園，学校，下水，水

道，ガス，電気等を完備し，緑の多い整然とした街路

と，静かな環境と，快適な交通機関に恵まれた近代的田

園住宅都市となることを約束されております。」

また，これより前，昭和28年，東急が多摩田園都市建設

のため，地元の住民を集めて協力をえるため発表した

『城西南開発趣意書』には次のように書かれている。

「ひとつの会社が区画整理をして，道路，下水，水道，

ガス，電気を引込んで，ちょうどデパートで正札付で商

品を売出すように東京都の人に宣伝，広告して売出した

ならば，私＜注・五島慶太氏のこと＞は500万坪ぐらい

の土地は，区画整理さえできて人が住めるようになって

おれば，1年か２年で売りつくすことができると思いま

す。 この区画整理の実行は，なかなか組合や個人

の力ではできません。会社が大資本の力でやれば，本当

に理想的な道路，下水，水道，電気，学校その他にいた

るまで，本当の文化的な施設をすることができます。」

＜傍点筆者。以下同じ＞

いかにも公共性あふれるイメージの文章である。若干の

皮肉をまじえていうならば，「水道完備，ガス見込み」

などと信用のおけない群小不動産屋の広告とはちがうの

だから，これらの文章は大資本東急が「区画整理によっ

て道路，下水，公園はもちろん，電気，水道，ガス，さ

らには学校にいたるまで，公共的，文化的施設の完備し

た住宅環境をつくります」と公約したものと読みとるの

がふつうである。

２・スジ論にみる「営利性」

ところが44年，東急でこの事業を担当してきた同社開業

事業部長酒井辛一氏は次のようにいっている。＜興味が

あるのは，後述するように，もうこのころは恩田・荏田

第一の区画整理事業も終り，多摩田園都市の建設も進ん

で，東急は図２にみるように電鉄会社から民間ディベ

ロッパーとして大きく発展した時期だということであ

る。＞

「民間企業にとっては，どんなよい企画であろうと，ど

んなに社会に対する貢献度が大であろうと，利潤がない

ということは，全く価値のない行為である。………利潤

はつねに最大であることが望ましいことであり，企業は

つねにそれに向かって努力している」＜「民間ディベロ

ッパー」鹿島出版会。＞

さらに同氏は，公共施設の整備と民間ディベロッパーの

責任について，次のようにいっている。

「民間ディベロッパーの責任ということは，現在わが国

とくに大都市周辺の宅地開発における公共投資の一部を

民間が負担するという問題と同じことなのであろうか。

宅造事業などに関連させながら公共施設を整備させよう

とする現状の開発行政と，企業が負う地域社会に対する

責任とは全く異なるものである。国がおこなわなければ
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ならないことがらは，あくまでも国がおこなわなければ

ならない理由がある。 ･･‥…･企業にょって都市計画の道

路がつくられ，学校が建てられ，保健所がづくられ，そ

れでいったいよいものであろうか」＜同書。＞

酒井氏の長い論文のなかから一部だけを引用することは

必ずしも適当ではないだろうが，われわれはここで，前

述したバラ色のＰＲ文とは異った，ひややかな資本の論

理を心にとめておこう。

２ 鉄道経営と不動産開発

資金計画

１・「不動産業で鉄道資金を」

多摩田園都市の開発は，企業として鉄道建設と新都市開

発を同一主体でおこなう利点を最大限に発揮する方法で

ある。つまり，新しいドッドタウンをつくり，そこめ人

たちに田園都市線を利用させる。そして，電鉄経営をや

がて黒字ヘ――というのが東急のねちいである。

しかし，鉄道の新設には莫大な投下資本を必要とし，な

かなか採算がとりにくい。田園都市線の延長も14.2㎞に

100億円余りを投資し，このための支払利息，減価償却

費は年々相当な額になり，一方，収入の方は,開発初期

のため人口定着もじゅうぶんでなく，支出をかなり下回

る。この点に関して東急側では「年々発生する赤字を他

の事業収入で補いながら，支払利息が年々減少していく

ようにすれば，ある時点＜収支均衡点＞でこの投資は有

効投資に変わってくる」＜「都市問題」43年２月号，東

急開業事業本部長山本忍論文＞と考えている。

この関係を示すと図１のようになる。支出曲線は建設時

toからt2までの期間，投下資本が巨額であるためその支

払利息，減価償却が大きなファクターとなって下降を続

けるが，t2以後は人件費，修繕費，改良費などの影響が

でてきて，再び上昇する。収入曲線＜人口定着曲線＞は

ある時期まで漸増していくが，開発が終われば，以後は

増加しない。したがって，経営的にみてこのtoから収支

均衡点のＴまでの期間の赤字＜斜線部分＞をどう補うか

ということが重要なポイントとなる。

図2は，東急のここ10年間の業績推移と計上利益の部門

別内訳を示すグラフである。これをみると，田園都市線

の建設と経営に着手する38年９月までは，売上業績と計

上利益の増加がほぼ比例していたのに,それ以降は売上

業績が倍増しているのに計上利益が増加せず，ほぼ一定

であること，また部門別内訳では，38年９月決算期をさ

かいに計上利益に占める電車，自動車部門の比率がさが

り，不動産部門での比率が急増していることがわかる。

不動産部門は45年３月決算期から４部門で第１位を占

め，付帯事業とあわせて50％を越えるに至っている。こ

のことは，鉄道新設による赤字を「ニュータウン開発を

主体した不動産業」＜同上論文＞で補いつつ，電車部門

の収益をあげるために人口を効率的に定着させることの

できる分譲アパートなど集合的な開発を広範囲にわたっ

ておこなおうという経営方針をよくあらわしている。

図１　鉄道の収入・支出曲線

注＞新線の建設と不動産の関係を数式モデル化してみる

と以下のようになる。

鉄道の初年度からの赤字をA1,A2,A3……Ａｍとすると

鉄道の赤字総額SAはAi十A2十A３＋……＋Kmとなる。

更に不動産の坪当り平均売価……Ｋ

不動産の坪当り平均原価……ｃ

造成費，その他の経費…･･･c'

公共投資の負担分…‥･c″とすると

不動産の坪当り利潤は‥･･‥Ｋ－(ｃ+c'+c″)

そこや鉄道の赤字を補填するために必要な不動産の量Ｂ

は次のようになる。

ΣA＝B×{Kー(c+c'+c')}

Ｂ＝
Σ

A
K-（c+c'+c″）

更にΣAは次式によりあらかじめ把握できる。

ΣA＝

このように当初から計画的に不動産の量を予定しておけ

ば理論的には鉄道の新設は建設にあたいする事業とな

る。

資料＞「都市問題」43年２月号，山本忍論文
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図２　東急電鉄業績推移と部門別内訳

２・見込みちがいの人口定着

一方，48年までに完成する区画整理事業で東急の取得す

る土地は，区画整理地区内の換地76万坪，保留地89万

2,000坪，計165万3,000坪，地区外43万3,000坪，合計

208万6,000坪となる予定であり，このうち41年までに地

区内41万7,000坪，地区外21万4,000坪，計63万1,000坪

を売却しており,　48年までに93万5,000坪，年間平均11

万坪を売却してゆく計画である。これに対し，資金の投

入額は，土地買収費，区画整理費，宅地造成費などをあ

わせて，48年までには400億5,400万円となるが,　36年よ

り完成したものから順次売却を始め，売上げ額は48年ま

でに524億5,800万円となる予定である。収支は，多摩田

園都市計画が終わる48年までに，営業利益213億6,200万

円，利益率38％と力る予定である＜東急発行の「多摩田

園都市の概要」による＞。

しかし，区画整理によって整備された土地の大部分は既

存地主の所有地であり，区画整理施行地域内で東急が所

有し，自由に活用できる土地は全体の３割にも満たな

い。しかも東急の土地利用計画ならびに開発を阻害する
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要因が多かった。東急では，大ざっぼに昭和50年頃には

人口40万をねらっていたというが，電車がひけ，地価が

あがるにつれ，地主は土地を手離すのをいやがり，多摩

田園都市の人口は東急が思ったほど伸びてこない。そこ

で考えられたものが当初はha当り100人前後の平面開発

だったものを高層アパートなどにより立体化すること―

―住宅公団の誘致の他に土地所有者と共同して高層住

宅を建てる地上権対価方式と賃貸住宅方式と呼ばれるも

のがそれだ。

東急では，その理由として①土地の絶対量が少ないにも

かかわらず，人口の集中から生ずる急激な住宅の需要を

未だに１戸建個人住宅という平面的なもので解決しよう

とすることは，将来の土地利用に重大な問題を残す②世

帯の核家族化による住宅の潜在需要がかなり存在し＜31

年～40年の10年間に約60万の潜在需要があったと推定さ

れる＞，世帯細分化による住宅需要は今後さらに増加す

る傾向にある③住居の機能変化に関連して，とくに都市

部では，その機能の分化，専門化の傾向が著しくなり，

ロビー，プール，庭園などほとんどのスペ―スが共同化

して，人々の住居は高層のアパートに夫婦の居室だけと

いうような方向をたどるであろうから，これらを集合さ

れた住居群に集約することが合理的であり，建物自体は

必然的に高層化しなければならない，などをあげ「この

ように密度の高い住宅を建設することは，人口定着によ

る運賃の増収という経営上の要請もあるが，社会的要請

に従おうとするものなのである」＜同上論文＞と説明し

ている。

３・地上権対価方式

ここで，地上権対価方式を例にとろう。まず地主がア

パート建設のため所有地に地上権を設定する。東急がこ

の地上権を60年契約で譲り受け，アパートを建てる。ア

パートができると，地主が地上権の代価として建物の一

部を譲り受け，東急は地主に譲る分以外の残った部分を

「地上権付き分譲住宅」として一般に売出す。『東急ド

エル』と呼ばれるもので，45年までに19棟1,411戸が分

譲されている。農業経営と都市開発の相克問題に悩み，

開発することによって農業経営者は楽になれるかという

疑問をかかえ，土地への執着心が強い農民の所有権はそ

のままにし，しかも建設資金をまったく必要とさせない

で農業にかわる収入源を確保させようとするものである

が，借地・借家法の規制の強い昨今では，地元の農民か

らあまり歓迎されない。む七ろ，木賃アパートの乱立を

防ぎ，土地利用を規制しながら人口の定着をめざす東急

側の“窮余の一策”と考えられる。

表１によれば，当然のことながら恩田第一，荏田第一な

ど平面的な開発をはかった地域よりは，元石川第一のよ

うに積極的に集合住宅〈日本住宅公団たまプラーザ団

地＞を誘致し，高層アパートなどによる立体的な土地利

用を推進した地域の方が,ha当たりの人口密度も高くな

り，はるかに人口の定着度が早くなっていることがわか

る。また，その分だけ田園都市線の乗降人員数も急増し

ている｡東急では，高層化の理由を「社会的要請に従う

もの」と力説するが，当初ha当りの人口100人を基調と

した大がかりな“第二の田園調布”づくりを目標として

いたのに，いまこのように人口の定着をいそぐのは，一

日も早く新線の収支を好転させようというのが第一の目

的のように思われる。

３ 括代行方式と保留地

組合運営

１・すべて東急ペースで

区画整理組合＜甲＞と東急＜乙＞のあいだで，一括代行

方式を決めた『事業代行契約書』の第２条には「乙は全

責任をもって事業着手より完了まで，横浜市の指導の下

に本事業を遂行する義務を負い，甲はこれに対し全面的

に協カするものとす」と書かれている。このように一企

業に区画整理事業のいわば全権がまかされたかのような

一括代行方式の揚合，事業費をうみだす保留地の問題は

とくに重要な意味をもつ。荏田第一では減歩でだした土

地のなかの1万6,746坪を保留地とし，これを坪平均

7,500円に評価して東急に譲渡し，合計1億2,559万5,000

円の事業費をうみだそうというのである。この評価をめ

ぐって，第２回総会＜36年10月＞の議事録には，次のよ

うな問答がある。

問　保留地にづいて本日承認した場合は，価格7,500円

というのは，この価格以上の場合でも7,500円として，

組合から譲渡すのか。
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表１ 多摩田園都市人口定着推定表

答　そういうことである。

問　現在7,500円という相場はないと思う。東急が全部

の保留地をこの価格で引受けるめか。保留地は整地して

から譲渡するのか。

答　保留地は整地後引渡す。

問　価格は整地後のものか。

答　整地後の価格である。

問　保留地の処分は入札制にして処分し，組合の収益金

をよくすることができないのか。

答　この保留地取扱規程は，入札制にできないことにな

っている。

問　それでは，組合に入る金は少なくなるのではない

か。

答　必ずしもそういうことではない。第５号議案＜組合

事業代行委託並びに保留地処分について＞に関連してく

るが，組合事業を一括委託して，そめ代価として，保留

地を処分するものである。

以上の問答には，ふたつの問題がふくまれている。ひと

つは，この日の最重要議案である『事業代行契約書』と

『保留地取扱規程』の原案が，当日になって組合員に配

布されたため，かなリ関心の高いもめでさえ，その内容

をよく理解するだけの余裕がなかったこと。もうひとつ

は，保留地単価の坪7,500円という評価の根拠がまった

くはっきりしていないことである。げんに同時期に区画

整理事業がはしまったお隣りの恩田第一では，坪単価

5,000円に評価されている。荏田第一もはじめは恩田同

様5,000円だったが，恩田とちかって荏田では反対派の

力が強かったせいもあってか，その後7,500円と評価が

値上げされた。

83



２・「力で押切られた」あと味

この第２回総会で，東急側の組合理事が「事業費が不足

する場合は東急が負担する。余る場合は理事会で相談の

うえ，工事の質をあげるとかいろいろある･……」といっ

ているように，事業費をうみだす保留地は，当然，公共

施設の質にも，また減歩率にも関連をもっ重要な議案で

ある。だから納得できない組合員たちは，第４回総会

＜37年４月＞でもういちど質問をだした。議事録からひ

ろうと，

問　保留地の価格は，あらためて評価員なりその他の者

の意見をきいて決めないめか。

答　代行契約にもとづいて実施するということは，第２

回総会で事業代行と保留地の処分に関し決定ざれた通り

である。

問　代行契約ということは請負か。

答。一括代行である。

問　二括代行でも保留地の処分まで代行されているの

か。

問　7,500円で買ってもよいという代行契約で，売買契

約までは委託してないのではないか。

答　第２回の総会で，保留地の処分については一括代行

契約にもとづいて処分することは承認されている。

問　処分価格は決めてないのではないか。東急に渡すこ

とは明記されているが，地価が上がっても処分価格が

7,500円ということは請負ではないか。代行契約なら費

用に見合う,もののみ支払うのが趣旨だと思う。

答　第２回総会において，保留地取扱規程を逐条審議さ

れたが，そのうえで，事業の代行費用として保留地を引

渡すことに決定している。

当時のことを，ある組合員は「保留地の値段，場所，処

分の時期の三点についで理解したいと思ったが，結局，

力で押切られてどうにもならなかった」と回想してい

る。

さらに議事録を読んで注目をぴくのは，組合設立後7年

もたち，組合解散直前の第14回総会＜43年３月＞でも，

組合員と役員のあいだで「保留地とはどんな土地か」

「事業費をうみだす土地である」などといったもっとも

重要な問題について，もっとも初歩的な問答がみられる

ことである。

いずれにしても，市が「土地区画整理事業では組合員の

自主的運営が期待できる」としていた姿からは遠い状態

にあったようだ。

４ ｢横浜市の指導｣

東急多摩田園都市の開発を営利事業＜営利至上主義と同

義ではないとしても＞とみるのは，ごく常識的なことで

あろう。

ではなぜ，市は，東急の区画整理による開発を「営利事

業ではない」とくり返しいっているのだろうか＜その１

参照＞。多くの関係者の話からまず推察できることは，

担当者のあいだでは「ほっておけば必ずスプロール化す

る地域だから，まとめて区画整理による開発がおこなわ

れることは歓迎すべきだ」という考えが一般的であり，

東急の事業というよりは，区画整理による事業という方

に比重をおいて考えられていたということである。首脳

部のあいだに，この事業を受けいれ，推進させたいとい

う判断のあったこともまちがいないことだった。となれ

ば，区画整理組合の設立申請が法律的要件をみたしてお

れば「本市としては，組合の事業が円滑に，しかも公平

に遂行されるよう指導監督および助成をおこなう」とい

う方針をとることは，まず当然であろう。

このような状況の下では，地元の一部有識者から「東急

の営利のための欺瞞的，非民主的な手段」についてかず

かずの訴えがでた場合にも「この事業は営利事業ではな

く，公共施設を整備改善することによって，住民の利便

と公共の福祉の増進を達成しようというもので，地元権

利者と東急が共同で組合を設立したものである」と，区

画整理組合のあるべき姿を強調することになりやすいの

かも知れない。

もちろん，少数の職員が，その担当の分野で最善の努力

をしたことは，具体的な実績としてはっきり認められ

る。いまでも地元の人たちは，ひとり，ふたりの職員の

名前を限ってあげて，その公正な指導ぶりを話題にして

いる。しかし，その言葉から推測できるのは，当時の市

ぜんたいの行政の姿勢が，公正というよりはむしろ円滑

に東急の事業を遂行させる方向への指導に傾いていると

受けとられていた，ということである。ある農民は，そ

のころの印象について「それまで，ハンコを押すような
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ことといっては，農協でのことぐらいだった。そんなと

ころへ，東急がむずかしい書類をもうてバタバタとはい

りこんできたし，市の職員も説得にまわった。だからま

るで，東急と市が共同で仕事をやりはじめたような感じ

をうけた」といっている。これを例外的な話としてきく

ことができるか，どうか。たしかに，荏田第一の場合は

とくに，東急の強引なやり方に対する批判が，地元の勢

力争いと複雑にからんでいたことは事実のようだ。しか

し，地元有識者の声のなかに，東急の営利性をチェック

する役割を市に期待した，きくべき意見のあったことも

事実のように思われる。

とにかく，東急は，多摩田園都市の開発と鉄道建設のた

め，労使休戦を２年間延長するほどに全社をあげて取組

む態勢をとった。利潤追及＜営利至上主義ではなかった

にしても＞のための，燃えあがるような心構えであっ

た。これに対して，市側がもしも「東急のマスタープラ

ンについて，総合企画，区画整理，教育委員会，清掃，

下水などの合議に付し，ハンコだけ60ちかく押された

が，注文はほとんどでてこなかった」＜その１参照＞状

態であったとするならば，とても太刀討ちできるもので

はなかったろう。

問題は，次々におこった。焦眉の問題である学校用地か

ら始まって下水処理場など，東急の開発行為により必然

的，連鎖的に発生する公共施設整備費の負担をどうする

か……などなど。そこで42年12月，飛鳥田一雄横浜市長

と五島昇東急社長とのあいだでトップ会談がおこなわれ

た。この席上で，多摩田園都市づくりにともなう公共負

担などの懸案事項解決のために，横浜市と東急の協議会

をつくることが決った。６人委員会である。

５ 開発のあと始末

41年７月，市の総務局調査室＜現在，企画調整室＞で

は，当時もっとも人口増加の激しかった戸塚区中田町の

中田小学校周辺と港北区恩田町＜現在，緑区＞の田園都

市線青葉台駅周辺の２地点で，郊外部へ転入してきた

「新市民」を対象に実態調査をした。調査の結果は調査

季報13号く「郊外部新市民の二つの型」小玉重光論文，

42年２月＞で扱われているから参照されたいが，生活関

連施設の欠けた開発と市の施策が行政需要に追いつかな

い状況のもとでｽ，多摩出園都市に新しく入居した人々

は，切実な要求を市や区に訴えている。表2は，41～43

年にかけて，多摩田園都市の住民から直接市長あてにだ

された生活環境の整備を求める手紙である。この表でも

わかるように，市は人口の定着につれて学校の拡充や新

設，清掃処理施設の増強や水道拡張工事，河川改修，区

役所や消防署の整備などの公共投資を余儀なくされ，膨

大な経費が必要となってきた。

ところで，土地区画整理法などが公共施設として法律上

整備を義務づけているのは，道路，公園;広場，河川の

４つ。学校用地は公共施設に含まれていない。しかし，

さきに引用したように『城西南地区開発趣意書』のなか

で，五島慶太氏は「この区画整理で学校までもつくり，

公共，文化施設を完備する」という趣旨のことを約束し

て地元民を説得し，また区画整理事業を遂行した東急の

幹部も，「専用軌道の敷設」を条件に公共機関と民間資

本の手を結ぶ場を求め。地方公共団体の世事の一端をに

なう事業であることを強調している。

現在，人口の定着が進み，東急がはじめの計画にはなか

った高層住宅の建設を進めるようになったことで，この

問題はさらに複雑化しているといえよう。そのうちのい

くつかをひろってみる。

多摩田園都市からの市民の声<41～43年度＞
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１・公園

恩田地区の「青葉台」と」いう地名は「緑と太陽の豊かな

町として周辺に植物を植え，開発前のような緑の町にし

たい」と願いをこめて名づけられたという。その多摩田

園都市の区画整理地区内の公園整備状況は表３のようで

ある。すでに事業が終り，市で引継いだ51ヵ所の公園の

約半数は整備がじゅうぶんでなく，末開設のもの。一般

に区画整理でつくられたあと市のものになった公園は，

荒造成ではできなかった保安上の施設だけしか整備され

ていないので，遊器具，植樹など上物施設をととのえ，

表３ 東急による田園都市沿線区画整理地区の公園整

備状況

表4 現在施工中の東急区画整理地区公園整備計画
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公園として開設できるまでには，市が多くの資金を使わ

なければならない。

現在，市の児童公園では㎡当り単価3,000円，近隣公園

2,000～2,500円程度，宅開要網り規制を受ける民間宅造

関係では,公園用地に㎡当り3,000～4,000円程かけて，

石積み，排水など基本的な土木工事の他に上物施設の整

備も含めて造成している。これに対し，東急の公園用地

造成費は,36～40年頃で㎡当り500円，43年に1,000円，

現在施行中のものは，表４に示す通り1,000～1,680円で

ある。

整備計画は，施設なし，外柵，給排水，植栽若干という

ものが多く，市に帰属を受けた後，市で再整備しなけれ

ば開設できない。表５は，区画整理事業完了後，東急か

ら引継いだ公園への横浜市財政投資額であり，㎡当り約

1,000円，全体で6,300万円，国・県の1/3補助をのぞいた

市費だけでも4,200万円を使っている。今後の多摩田園

都市の公園整備には，開設するだけでも表６によれば，

６億3,174万２千円の財政投資が必要であり，その他，

引継済の街路樹3,472本分の維持管理，公園の草刈工事

など年毎に増加する維持に要する費用，約400万円を加

えると相当な額になる。

市の公園部では「面をうみだすことに重点がおかれ，質

の基準がはっきりしていない区画整理法自体に限界があ

る。宅開要綱に準じたアミをかぶせて補強するか,設計協

議の段階で東急の公園整備に関連する㎡当り単価を実

質的にあげさせるなどのチェックをしないと，市は余分

な金をつぎこまねばならない。また東急による高層化促

進によって，すでに区画整理の終った地域で，1人当り

3.3㎡だった公園用地の利用計画が狂い，日照権までも

含めて高密化による弊害が生じてきたところもある。こ

うした問題について，東急全体のマスタープランのなか

で，どのように公園と緑を残していく計画なのか，再度

具体的に協議したい」との考えのようだ。

2・下水道

下水道施設には莫大な金がかかるが，42年の『横浜市下

水道白書』では，その費用について「新市街地に対する

下水道の整備は，当分困離だが，放置してよいわけでは

ない。今後さらに増加を予想される新市街地の開発には

下水道施設の整備と流末河川の改修をできるだけ起業者

の負担によらざるをえない」としている。同年12月，多

摩田園都市をカバーする恩田下水道処理区と港北ニュー

タウンをカバーする菊名処理区の都市計画決定があり，

建設大臣の告示がなされた。恩田処理区では，鶴見川の

表５ 区画整理事業完了後，引継いだ公園ヘの横浜市

財政投資額

表６ 今後の公園整備資金投入予定額
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支流谷本川と恩田川にそって下水の幹線を走らせ，2つ

の川の合流点に恩田処理場をつくる計画で，告示と同時

に場所も決った。建設費は人口1人当り1万２千円が相

場だった。東急もずいぶん下水道整備の話を市に持ちこ

んだが，業者負担の面で折りあえず，今のところは自家

浄化そうに頼っている。しかし，43年，日本住宅公団

は，洋光台，港南台団地の造成で，地区外の幹線分につ

いては流量に応して，処理場建設については人口割合で

約12億円の負担金を出して市の下水処理計画に乗った。

個別にプラントを建設するよりも費用が安くすむからで

あるが，新市街地開発における下水道整備費の分担は，

この業者負担の方式が一般通念となった。

多摩田園都市では，将来に備えて地下に汚水管と雨水管

の２本が埋められているが，早い時期に区画整理された

ところでは，家の前にＵ字溝だけしかないところもあ

る。しかも自家浄化そうでは，もともとじゅうぶんな処

理はできない。人口がふえるにつれて，ほとんど浄化さ

れていない水が川に流れこむので，鶴見川への排水の水

質規制にともない，下水の整備をどう負担しあうかが大

きな問題となっている。市では，国の下水道整備計画に

もとづき,第三次5ヵ年計画＜46～50年＞で新市街地の整

備を進めているが，「横浜市の下水は他都市に比べて，

うんと遅れている。まだ既成市街地でも仕事は山ほど残

っているのに，急テンポの宅造である。だから公団との

あいだに確立された横浜方式で，事業主が正当な負担額

をもつという前提で計画を進める。東急の地域は，下水

道関係についていえば不満足だ。なまじ浄化そうなどを

設備したかのだから，今の時点て考えれば，水洗になる

のはずっと先のことになる。だから下水道施設の整備

は，他の地区と比べると相対的に悪化するだろう」と下

水道局では話している。

３・学校

東急は多摩田園都市に小学校１４校，中学９校，高校２

校，計25校の学校用地を計画的に配分した｡行政区でい

えば，川崎市に７校，横浜市に16校，大和，町田両市に

２校である。東急は42年，恩田第２＜青葉台＞地区の学

校用地を整地して，横浜市教育委員会に「用地は確保し

てあるから，原価の3.3㎡当り2万円程度で買って欲し

い」と申入れたが，市教委が拒否したことから問題がお

こった。

市側のいい分は「東急のいう“原価”には利潤がはいっ

ており，本当の原価ではない。東急はこの事業で莫大な

利益をあげるのだから，学校用地ぐらいただで提供して

もしかるべきではないか」というもの。だが，東急にし

てみれば，これらの学校用地は，区画整理の事業費の見

返りとして地元の地主から譲受けた土地であり，万一，

青葉台地区の学校用地をただで提供してしまえば，他の

用地も同じように譲らざるをえなくなる。 25校分数十億

円の土地であるから，開発事業はまるで採算がとれなく

なるというのである。この対立のせいで，青葉台地区に

は，長いこと学校が建たなかった。

同年６月，やっと東急が自費でプレハブ校舎を建て，横

浜市立田奈小つつじが丘分校がスタートした。市側もと

りあえず土地問題はタナあげにして，鉄筋４障建の校舎

を建設した。その後，6人委員会のなかで協議され，つ

つじが丘ならびに美しが丘の２校分は，市教委の「財政

状況が好転したら土地を購入する」との覚書を東急とか

わし，無償提供を受けたが，その他の用地については

3.3㎡当り1万円で買入れることが決った。

ところで，現在新しく生じた問題は，東急がはじめの計

画にはなかった高層住宅の建設を進めるようになったこ

とにより，予想児童数が大幅にふえてきたことである。

元石川第一地区では,すでにha当り100名の計画人口を

越え，新しく小学校を建設せねばならなくなっている。

不足分の学校用地は，区画整理事業が終わってからでは

間にあわぬので，先行的に確保しておかねばならない。

表７は，計画人口の変更により新たに不足する学校数を

積算したものである。

「ha当たり100名を越えるのは東急の開発行為―しか

も当初の計画を変更したことによるものである。マンシ

ョンの規制で人口を抑制したり，既存地域でも保留地な

ど東急の手もちのなかから学校用地を供出させる方法を

考えねばならない」と市教委は強気だ。

４・保育所

公社，公団のアパートばかりでなく，「高級住宅地」と

いわれる東急の一般分譲地でも，保育所に対する要望は

ふえる一方である。42年１月，保育所問題で頭を痛めた

桜台，田園青葉台両団地の主婦たちが中心になって「青
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葉台保育の会」がうまれ，保育所の設置を要求して，横

浜市に再三陳情，東急との話合いをくり返した。しかし

市側か「土地の提供さえあれば……」といっているのに

対し，東急側は「土地提供といっても市が買いあげる

という条件でなければ……」と難色を示し，学校用地と

同じように解決のメドは無い。

東急の田園都市部長は「多摩田園都市のプランニングの

さい，わたしたちは幼稚園の必要性については考えた

が，正直いって保育所のことはまったく念頭になかっ

た。だから公共施設として保育所の確保はしなかった」

という。だが，「保育の会」会員である一人の母親はこ

ういった。「保育所の敷地まで提供するよう民間企業の

東急に要求するのは無理，という意見も会員たちの間に

あります。でも，東急があれほど理想的な町づくりをう

たいあげるなら，もうちょっと住む人の身になって，あ

らかじめ保育所を計画に組みこむようでなければ，わた

しとしてはとてもいい点数はあげられませんわ」。

この母親の気持とは別に，市の民生局では「学校用地の

問題ですらまだケリがついていないのに，保育所用地の

問題を持出すなんて，とても無理です」と消極的な姿勢

である。

6 おわりに

まず，計画段階での問題について。宮沢弘氏は自治省官

表７ 東急田園都市線沿線土地区画整理地区内必要小・中学校数－覧＜その｜＞ 46．8．13　横浜市
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房長時代に「少なくとも，電鉄会社がこのような計画案

を策定した段階において，関係県および市等と内々の相

談をし，その構想を発表する段階には,横浜市，川崎市

の土地利用計画にも，このニユータウンが予定され，公

共施設の整備に対する対策がたてられていなければなら

なかったであろう」といっている＜同氏著『新国土計画

論』＞。また東急の山本忍氏は「区画整理事業は３年な

いし５年というかなり長い時間がかがるため，完成時に

道路や公園などを引き渡す時，施行前に許可した規準以

上の厳しい条件を自治体は要求してくる。道路舗装や流

末処理についての条件を満たすことは，事業費のオーバ

ーを意味する。この時点で事業費が狂うと，減歩率また

は保留地単価を再検討することになり，これは区画整理

事業を新たにやりなおすほどの期日と労力を要するばか

りでなく，その解決はほとんど不可能といってもよい」

と述べている。

表７ 東急田園都市線沿線土地区画整理地区内必要小・中学校数一覧＜その２＞
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これらは，過去の問題ではなく現在の問題，より根本的

には組織の問題にかかわりがありそうだ。行政組織とし

てみた場合，ここにだされた意見を，今日，自分の問題

として受けとめるパート，ないし統一体はありえないも

のだろうか。企業組織は，激しい競争にうち勝つための

条件としても，多かれ少なかれ連続性と一体性のある活

力をもっものである。自治体がそれをもつことは本質的

にできないものなのか，それともなにかを変革すること

によってできるものであるのか。われわれは，こんどの

取材・調査をつうじて，終始この難問にとりつかれてき

たが，いま判断できるだけの準備はない。

次に公共施設と現行制度について。東急の酒井辛一氏は

「ディベロッパーが負担すべきものではないけれど，少

なくともディベロッパーは，その開発が必要とする公共

的用地は確保しなければならない。しかし，それが原価

で買上げてもらえないところに問題がある」＜前掲書＞

という。また最近は「道路・公園・学校・用排水施設な

ど事業団なり地方自治体がやるべき公共施設を企業に負

担させるのは過酷といえば過酷だが，それを逆手にとれ

ば企業にとって大きな利益をあげるチャンスがある。な

にもない土地を安く買って，そこに公共施設や商店街を

整えてやれば，価値の高い宅地ができる。公共施設を企

業で負担しても，なおオツリができてもうかる」＜「エ

コノミスト」45年６月23日号，“住宅産業は期待できる

か”角栄建設角田社長発言＞と語るものもある。

たしかに，民間ディベロッパーの開発を考える場合，現

行制度―土地・住宅・地方財政・税制など―の矛盾

にゆきあたる。それは，もちろん別に考えられている問

題である。しかし企業は，その矛盾を前提とし，そのな

かで手をつくしてしつように最大利潤を追及している。

だから公共性は，それを主張する熱意と力の弱い部門で

必ず蚕食されるだろう。

最後に多摩田園都市の特色としての区画整理と鉄道建設

の関連について東急側の見解として「公共施設整備に関

する各地方自治体の要求は，民間ディベロッパーの負担

できる限界をはるかに越えたものである。とくに当社の

ように鉄道建設に巨額の先行投資をおこない，長期にわ

たって投下資金の回収を計っていく事業では，すべての

要求を消化できる余裕はない」と山本忍氏は述べる。そ

れが，鉄道建設にともなう投下資金を回収しなければな

らないから，区画整理事業にともなう公共施設整備の負

担にたえられない，という意味であるならば，区画整理

事業の公共性をどう考えての意見であろうか。鉄道をひ

くことで,-区画整理地域内の公共性に対する社会的責任

の一半が免責されるという考えなら，ストレートには同

調できかねるのである。

未完

＜付記＞東急の多摩田園都市開発には，比較的にみた場

合，評価すべき点が多々あることはもちろんだが，それ

を扱うのは本稿の目的ではなかった。ご了承いたたきた

い。なお，この小論は企画調整室調整課長入江昭明，同

室都市科学研究室松本得三,岡柿駿の三人が共同討議し，

松本と岡村が取材したものをまとめたものである。取材

に協力していただいた方々に感謝するとともに，文責は

すべて筆者にあることをおこわりします。
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